
《よこしん》電子契約サービス利用規約 定型約款 変更履歴  

【変更日：令和８年８月３日】  

変更箇所 変更後 変更前 変更理由 

前文  この利用規約（以下、「本規約」といいます）は、「《よこし

ん》電子契約サービス」（以下、「本サービス」といいます）

を利用する際に遵守していただく事項及び電子署名による契

約（以下、「電子契約」といいます）を締結するため、決算書

等を電磁的方法で提出するために必要な事項を定めたもので

す。 

 申込者（契約成立後の契約者、署名者を含みます。）は、本

規約の内容を確認のうえ、その各条項が適用されることに同

意し、本サービスを利用するものとします。なお、各個別取

引については、各契約条項等に従ってください。 

この利用規約（以下、「本規約」といいます）は、「《よこしん》

電子契約サービス」（以下、「本サービス」といいます）を利

用する際に遵守していただく事項及び電子署名による契約

（以下、「電子契約」といいます）を締結するために必要な事

項を定めたものです。 

 申込者（契約成立後の契約者、署名者を含みます。）は、本

規約の内容を確認のうえ、その各条項が適用されることに同

意し、本サービスを利用するものとします。なお、各個別取

引については、各契約条項等に従ってください。 

 

決算書等提出機能の提供開始に

伴い、サービス内容の拡充および

規約上の位置付けの明確化を図

るため。 

第１条 

本サービスの内容 

（１）本サービスは、横浜信用金庫（以下、「当金庫」といい

ます）との間における取引の電子契約の締結や契約内容

の確認・閲覧等（以下、「閲覧等」といいます）及び決算

書等の電磁的方法による提出（以下、「書類提出機能」と

いいます）を行うサービスです。 

（１）本サービスは、横浜信用金庫（以下、「当金庫」といい

ます）との間における取引の電子契約の締結や契約内容の

確認・閲覧等（以下、「閲覧等」といいます）を行うサー

ビスです。 

 

サービス提供内容の拡充に伴い、

決算書等提出機能を追加し、利用

可能な機能の範囲を明確化する

ため。 

第２条 

利用申込み 

（１）本サービスの利用は、当金庫が本サービスの利用を認

めた申込者を対象とします。なお、当金庫は、本サービ

スの利用の申込みについて承諾しない場合があります

が、その理由等については一切開示しません。また、本

サービスの利用申込みを承諾した場合であっても、各種

個別取引等を承諾する義務は負いません。 

（２）申込者は、本サービスを利用しようとする場合、本規

約を承諾のうえ、利用申込書にご本人が確認できる書類

を添えて当金庫に提出し、申込みするものとします。ま

た、かかる申込みと同時に、次の各号に定める事項を当

（１）本サービスの利用は、当金庫が本サービスの利用を認

めた申込者を対象とします。なお、当金庫は、本サービ

スの利用の申込みについて承諾しない場合があります

が、その理由等については一切開示しません。また、本

サービスの利用申込みを承諾した場合であっても、各種

個別取引等を承諾する義務は負いません。 

（２）申込者は、本サービスを利用しようとする場合、本規

約を承諾のうえ、利用申込書にご本人が確認できる書類

を添えて当金庫に提出し、申込みするものとします。ま

た、かかる申込みと同時に、次の各号に定める事項を当

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



金庫に届け出ていただきます。 

①電子契約システム上に表示された契約書等に電子署

名をすることにより、当金庫に対し契約を締結するこ

とができる権限を有する者の氏名、住所並びにメール

アドレス及びショートメッセージサービスが利用可能

な電話番号（以下、「ショートメッセージ用電話番号」

といいます）。 

②その他本サービスの利用申込書に記入する項目 

（３）当金庫は、前条にかかる利用申込書等を受付後、申込

者ごとに発行される（仮）ユーザーＩＤ、（仮）パスワー

ド並びにメールアドレス及びショートメッセージ用電話

番号を登録するためのウェブページのＵＲＬ等が記載さ

れた書面を交付します。申込者が当該ウェブページにア

クセスし、メールアドレス及びショートメッセージ用電

話番号等を登録後、当金庫が承諾した（以下、「ユーザー

登録完了」といいます）時点から本規約が適用されるも

のとします。なお、ユーザー登録完了した場合、申込者

が届け出たメールアドレス宛にメールで通知します。 

（４）申込者が提出する申込書の内容に記載漏れや誤り等の

不備がある場合には、改めて申込書の提出を要するもの

とします。この場合、当金庫は、既に提出された記載に

不備がある申込書を返送・廃棄等して処分できるものと

します。 

 また、実印又は使用する旨が届けられた印章による印

影が付された書類については、申込者本人の意思を表示

したものとみなされるものとします。 

（５）本サービスへの登録に際し、システム上の制約（文字

種、文字数制限等）により、運転免許証や在留カード等

の公的書類どおりに氏名等の登録ができない場合、申込

金庫に届け出ていただきます。 

①電子契約システム上に表示された契約書等に電子署名

をすることにより、当金庫に対し契約を締結すること

ができる権限を有する者の氏名、住所並びにメールア

ドレス及びショートメッセージサービスが利用可能

な電話番号（以下、「ショートメッセージ用電話番号」

といいます）。 

②その他本サービスの利用申込書に記入する項目 

（３）当金庫は、前条にかかる利用申込書等を受付後、申込

者ごとに発行される（仮）ユーザーＩＤ、（仮）パスワー

ド並びにメールアドレス及びショートメッセージ用電話

番号を登録するためのウェブページのＵＲＬ等が記載さ

れた書面を交付します。申込者が当該ウェブページにア

クセスし、メールアドレス及びショートメッセージ用電

話番号等を登録後、当金庫が承諾した（以下、「ユーザー

登録完了」といいます）時点から本規約が適用されるも

のとします。なお、ユーザー登録完了した場合、申込者

が届け出たメールアドレス宛にメールで通知します。 

（４）申込者が提出する申込書の内容に記載漏れや誤り等の

不備がある場合には、改めて申込書の提出を要するもの

とします。この場合、当金庫は、既に提出された記載に

不備がある申込書を返送・廃棄等して処分できるものと

します。 

また、実印又は使用する旨が届けられた印章による印

影が付された書類については、申込者本人の意思を表示

したものとみなされるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

システム上の制約により生じる

氏名表記等の取扱いについて明

確化し、利用時の混乱防止および



者は、代替文字（常用漢字、新字体等）での登録や氏名

の一部省略（ミドルネームの省略等）に同意するものと

します 。 

（６）前項に基づき登録された内容（以下、「登録氏名等」と

いいます）をもって、本サービスにおける申込者の氏名

として有効に取り扱うものとし、申込者は登録氏名等に

より発行された署名用電子証明書の有効性について異議

を述べないものとします 。 

適正な事務運営を確保するため。 

第３条 利用環境 （１）本サービスにおいて、申込者の電子署名は、原則とし

て申込者が準備した端末を使用するものとします。申込

者は、当該端末を自己の負担及び責任において準備し、

本サービスに適した状態及び環境に設定し維持するもの

とします。なお、本サービスの利用においては、「第１５

章７条 本サービスの動作環境」に記載の動作環境を準

備する必要があります。 

（１）本サービスにおいて、申込者の電子署名は、原則とし

て申込者が準備した端末を使用するものとします。申込

者は、当該端末を自己の負担及び責任において準備し、

本サービスに適した状態及び環境に設定し維持するも

のとします。なお、本サービスの利用においては、「第

１５章 本サービスの動作環境」に記載の動作環境を準

備する必要があります。 

 

 

 

規約内における条文参照の正確

性および整合性を確保するため、

条番号の記載を修正したもの。 

第６条 

申込者の義務及び責

任 

（１）申込者は、本サービスを利用するに際して、以下の義

務があることを承認します。 

①申込者は、本サービスを利用する場合、利用申込書に必

要事項を記載のうえ当金庫に届け出するものとします。 

②申込者は、利用申込書に記載した内容に変更があった場

合は、直ちに当金庫に対して変更の届出を行うものとしま

す。 

③申込者は、利用申込書に記載した内容に誤りがある場合

は、正確な情報を当金庫に届け出るものとします。 

④申込者は、（仮）ユーザーＩＤ、（仮）パスワード、ユー

ザーＩＤ、パスワード、署名用ＰＩＮコード、ワンタイム

パスワードや署名用電子証明書その他の関係データを適

正、厳格に管理し、権限のない他人に利用されないように

するものとします。 

（１）申込者は、本サービスを利用するに際して、以下の義

務があることを承認します。 

①申込者は、本サービスを利用する場合、利用申込書に必

要事項を記載のうえ当金庫に届け出するものとします。 

②申込者は、利用申込書に記載した内容に変更があった場

合は、直ちに当金庫に対して変更の届出を行うものとし

ます。 

③申込者は、利用申込書に記載した内容に誤りがある場合

は、正確な情報を当金庫に届け出るものとします。 

④申込者は、（仮）ユーザーＩＤ、（仮）パスワード、ユー

ザーＩＤ、パスワード、署名用ＰＩＮコード、ワンタイ

ムパスワードや署名用電子証明書その他の関係データを

適正、厳格に管理し、権限のない他人に利用されないよ

うにするものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑤申込者は、パスワード等が第三者に漏えいし、又は漏え

いした可能性がある場合、または電子署名権限の喪失（退

職、解任等）が生じた場合は、直ちに当金庫に対して届け

出るとともに、本サービスまたは当金庫所定の方法によ

り、署名用電子証明書の失効申請を行うものとします。 

⑤申込者は、パスワード等が第三者に漏えいし、又は漏え

いした可能性がある場合は、直ちに当金庫に対して届け

出るものとします。 

 

電子署名権限の喪失時における

手続を明確化し、不正利用の防止

およびリスク管理の強化を図る

ため。 

第９条 

書類提出機能 

第９条 書類提出機能 

（１）申込者は、書類提出機能を利用して、当金庫に対し決

算書の PDF 等の電子データ（以下、「提出データ」とい

います）を提出できるものとします。なお、当金庫がこ

れらのデータの原本提出を求めた場合には、申込者は速

やかに応じるものとします。 

（２）申込者は、提出データが確定申告書等の原本と同一で

あることを保証するものとします。 

（３）申込者は、提出データが低解像度や破損等により当金

庫が読み取れない事象が発生した場合、再提出を求める

ことを承諾し、これに速やかに応じるものとします。 

（４）当金庫は、提出データを以下の目的で利用します。  

 ① 融資、その他取引の審査及び事後管理のため 

 ② 適切な金融サービス、商品等のご提案のため 

 ③ その他、当金庫の個人情報保護宣言に定める利用目的

の範囲内 

（５）当金庫は、法令に基づく場合を除き、利用者の同意な

く第三者にデータを提供しないものとします。 

（６）申込者は当金庫が、提出されたデータの返還・返却を

行わないことについて承諾します。 

（７）書類提出機能は、本サービス利用者全員に付与するも

のとし、利用の要否は申込者が判断するものとします。

また、原則として本機能だけの解約はできないものとし

ます。 

 決算書等提出機能の導入に伴い、

当該機能の利用条件および取扱

い並びに利用者の権利義務関係

を明確化するため。 



（８）当金庫からの決算書等の提出依頼に関するメールにつ

いて、本サービスの利用登録したメールアドレス宛に送

信されることに承諾します。 

第１０条 

代理人による書類提

出 

（１）申込者は、指定した代理人に決算書の PDF 等の電子デ

ータの代理提出を依頼することができます。ただし、電

子署名（契約締結）の権限を代理人に委譲することはで

きません 。 

（２）代理提出を行う場合、申込者は本サービスのシステム

上で、代理人登録を行うものとします。なお、代理人の

変更や廃止等の管理については、申込者がシステム上の

代理人登録により管理するものとします。 

（３）代理人が申込者に代わって、代理提出を行う場合、本

規約はすべての当該代理人に準用されるものとし、代理

人が本サービスを利用したことをもって、代理人は本規

約について同意したものとみなします。 

（４）当金庫は代理人から受領した提出データについて、申

込者が代理提出を委任したか否かにかかわらず、申込者

の委任に基づき代理提出されたものとして取り扱いま

す。 

（５）代理人は、申込者が代理人登録時に指定したメールア

ドレス宛に書類提出に関する依頼メールを送信するこ

とについて承諾します。 

（６）代理人が本規約の違反及び義務を履行しなかった場合、

申込者は代理人と連帯して責任を負うことを承諾しま

す。 

 代理人による書類提出の取扱い

および責任関係を明確化し、利用

者の利便性向上と適正な利用確

保を図るため。 

第９１１条 

口座振替 

 

（１）本サービスの利用にあたり、当金庫所定の手数料を原

則として、電子署名を行った契約書等に記載の申込者預

金口座から引き落とすものとします。本手続きについて

は、当座勘定規定、普通預金規定にもとづく小切手の呈

（１）本サービスの利用にあたり、当金庫所定の手数料を原

則として、電子署名を行った契約書等に記載の申込者預

金口座から引き落とすものとします。本手続きについて

は、当座勘定規定、普通預金規定にもとづく小切手の呈

表現の統一を図り、規約解釈の一

貫性を確保するため。 



示、普通預金通帳および及び同払戻請求書の提出等契約

書のなすべき手続きを行うことなく、引き落としのう

え、支払に充当し、本取扱によって生じた損害は申込者

負担とします。 

（２）申込者は、電子署名を行った契約書等に記載の口座振

替及び自動支払等に関する各条項が適用されることを

承認し、前項同様に本取扱によって生じた損害は申込者

負担とします。 

示、普通預金通帳および同払戻請求書の提出等契約書の

なすべき手続きを行うことなく、引き落としのうえ、支

払に充当し、本取扱によって生じた損害は申込者負担と

します。 

（２）申込者は、電子署名を行った契約書等に記載の口座振

替及び自動支払等に関する各条項が適用されることを

承認し、前項同様に本取扱によって生じた損害は申込者

負担とします。 

第１０１２条 

停止、解約等 

 

（１）申込者に以下の各号の事由がひとつでも生じた場合は、

当金庫はいつでも、申込者に事前に通知することなく本

サービスの全部又は一部の利用を停止、署名用電子証明

書を失効することができるものとします。 

①支払の停止又は破産手続開始、民事再生手続開始、

会社更生手続開始、特別清算手続開始若しくはその

他これらに類する法的整理手続きの開始の申立があ

った場合 

②手形交換所又は電子債権記録機関の取引停止処分

を受けた場合 

③申込者の財産について、仮差押、保全差押、差押又

は競売手続開始の申立があった場合 

④前三３号のほか、申込者の信用状態に著しい変化が

生じたと当金庫が判断した場合 

⑤解散その他営業活動を休止した場合 

⑥申込者に相続が発生した場合 

⑦住所変更の届け出を怠るなど申込者の責めに帰す

べき事由によって、当金庫に申込者の所在が不明と

なった場合 

⑧申込者が不正な取引を行ったと当金庫が判断した

場合 

（１）申込者に以下の各号の事由がひとつでも生じた場合は、

当金庫はいつでも、申込者に事前に通知することなく本

サービスの全部又は一部の利用を停止することができる

ものとします。 

①支払の停止又は破産手続開始、民事再生手続開始、会

社更生手続開始、特別清算手続開始若しくはその他

これらに類する法的整理手続きの開始の申立があっ

た場合 

②手形交換所又は電子債権記録機関の取引停止処分を

受けた場合 

③申込者の財産について、仮差押、保全差押、差押又は

競売手続開始の申立があった場合 

④前三号のほか、申込者の信用状態に著しい変化が生じ

たと当金庫が判断した場合 

⑤解散その他営業活動を休止した場合 

⑥申込者に相続が発生した場合 

⑦住所変更の届け出を怠るなど申込者の責めに帰すべ

き事由によって、当金庫に申込者の所在が不明とな

った場合 

⑧申込者が不正な取引を行ったと当金庫が判断した場

合 

 

 

サービス利用停止の際の電子証

明書の失効を追加し、規定内容の

明確化を図り、リスク管理の強化

を目的とするため。 

 

 

 

 

 

 

表現の統一を図り、規約解釈の一

貫性を確保するため。 

 

 

 

 

 

 

 



⑨申込者が法律、命令、処分、規制、その他公序良俗

に違反する行為に該当する行為を行った場合、又は、

該当するおそれがあると当金庫が判断した場合 

⑩本規約、信用金庫取引約定書その他申込者が当金庫

との間で締結している約定・契約に違反した場合等、

当金庫が本サービスの利用停止を必要と判断する事

由が生じた場合 

⑪本サービスで利用するＩＤの有効期限が到来した

場合 

⑫前各号で定めるほか、当金庫が本サービスの利用停

止を必要と判断する相当の事由が生じた場合 

（２）前項にかかわらず、本サービスの利用契約は、当事者

の一方の都合でいつでも解約することができるものとし

ます。なお、本サービスの利用契約解約の効力は、当金

庫が解約手続きを完了したときに生じるものとします。 

（３）申込者が本サービスを利用しなくなった場合には、当

金庫に書面で解約を届け出るものとします。 

（４）当金庫が本条第二２項により解約手続きを完了させて

本サービスの利用契約を解約した場合、当金庫は申込者

に対してその旨の通知を要しないものとします。 

（５）本条により本サービスの利用が停止された場合又は本

サービスの利用契約が解約された場合、これにより生じ

た損害について、当金庫は一切の責任を負いません。 

⑨申込者が法律、命令、処分、規制、その他公序良俗に

違反する行為に該当する行為を行った場合、又は、

該当するおそれがあると当金庫が判断した場合 

⑩本規約、信用金庫取引約定書その他申込者が当金庫と

の間で締結している約定・契約に違反した場合等、

当金庫が本サービスの利用停止を必要と判断する事

由が生じた場合 

⑪本サービスで利用するＩＤの有効期限が到来した場

合 

⑫前各号で定めるほか、当金庫が本サービスの利用停止

を必要と判断する相当の事由が生じた場合 

（２）前項にかかわらず、本サービスの利用契約は、当事者

の一方の都合でいつでも解約することができるものとし

ます。なお、本サービスの利用契約解約の効力は、当金

庫が解約手続きを完了したときに生じるものとします。 

（３）申込者が本サービスを利用しなくなった場合には、当

金庫に書面で解約を届け出るものとします。 

（４）当金庫が第二項により解約手続きを完了させて本サー

ビスの利用契約を解約した場合、当金庫は申込者に対し

てその旨の通知を要しないものとします。 

（５）本条により本サービスの利用が停止された場合又は本

サービスの利用契約が解約された場合、これにより生じ

た損害について、当金庫は一切の責任を負いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の統一を図り、規約解釈の一

貫性を確保するため。 

 

第１１１３条 

免責事項 

 

 次の各号の事由により本サービス及び本サービスを経由す

る他商品サービスの取り扱いに遅延、不能等があっても、こ

れによって生じた損害については、当金庫は責任を負いませ

ん。 

 なお、当金庫が賠償責任を負う場合であっても、当金庫に

故意または重過失がある場合を除き、その範囲は直接かつ通

 次の各号の事由により本サービス及び本サービスを経由す

る他商品サービスの取り扱いに遅延、不能等があっても、

これによって生じた損害については、当金庫は責任を負い

ません。 

 

 

 

 

 

 

損害賠償責任の範囲を明確化し、

責任関係の明確化を図るため。 



常の損害に限られるものとします。 

（１）災害・事変・裁判所等公的機関の措置等やむを得ない

事由があったとき 

（２）当金庫又は当金庫利用の共有システムの運営体が相当

の安全策を講じたにもかかわらず、営業店備付タブレッ

ト端末機、通信回線又はコンピュータ等に障害が生じた

とき 

（３）当金庫が相当の安全対策を講じたにもかかわらず、イ

ンターネット等の通信経路において盗聴・不正アクセス

等、当金庫の責によらない事由によりパスワードその他

の本人確認手段や取引情報などが流出したとき 

（４）当金庫が相当の安全対策を講じたにもかかわらず、通

信機器、インターネット及びコンピュータ等の障害等、

当金庫の責によらない事由が発生したとき 

（５）申込者の通信機器・回線・端末等に障害が発生したと

き 

（６）申込者が、当金庫所定の操作方法以外の操作を行った

ことにより障害が生じたとき 

（７）当金庫の責によらない事由により本サービスが利用で

きないとき 

（８）申込者の申請内容に誤りがあったときや、申込者が申

請内容の速やかな変更・解約を怠ったとき 

（９）書類提出機能において、申込者の通信環境や端末の設

定、またはファイルの破損等により、提出書類が正常に

当金庫へ到達しなかったとき 

 

（１）災害・事変・裁判所等公的機関の措置等やむを得ない

事由があったとき 

（２）当金庫又は当金庫利用の共有システムの運営体が相当

の安全策を講じたにもかかわらず、営業店備付タブレッ

ト端末機、通信回線又はコンピュータ等に障害が生じた

とき 

（３）当金庫が相当の安全対策を講じたにもかかわらず、イ

ンターネット等の通信経路において盗聴・不正アクセス

等、当金庫の責によらない事由によりパスワードその他

の本人確認手段や取引情報などが流出したとき 

（４）当金庫が相当の安全対策を講じたにもかかわらず、通

信機器、インターネット及びコンピュータ等の障害等、

当金庫の責によらない事由が発生したとき 

（５）申込者の通信機器・回線・端末等に障害が発生したと

き 

（６）申込者が、当金庫所定の操作方法以外の操作を行った

ことにより障害が生じたとき 

（７）当金庫の責によらない事由により本サービスが利用で

きないとき 

（８）申込者の申請内容に誤りがあったときや、申込者が申

請内容の速やかな変更・解約を怠ったとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算書等提出機能追加に伴い、デ

ータ未達時の取扱いを規定し、責

任関係の明確化を図るため。 

第１２１４条 

反社会的勢力の排除 

 

（１）申込者は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなく

なった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴

力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特

殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これ

（１）申込者は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなく

なった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴

力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特

殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これ

 

 

 

 



らを「暴力団員等」といいます）に該当しないこと、お

よび及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明

し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約します。 

 ①暴力団員等が経営を支配していると認められる関

係を有すること 

 ②暴力団員等が経営に実質的に関与していると認め

られる関係を有すること 

 ③自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的

又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、

不当に暴力団員等を利用していると認められる関

係を有すること 

 ④暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供

与するなどの関与をしていると認められる関係を

有すること 

⑤役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団

員等と社会的に非難されるべき関係を有すること 

 

らを「暴力団員等」といいます）に該当しないこと、お

よび次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、か

つ将来にわたっても該当しないことを確約します。 

 ①暴力団員等が経営を支配していると認められる関

係を有すること 

 ②暴力団員等が経営に実質的に関与していると認め

られる関係を有すること 

 ③自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的

又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、

不当に暴力団員等を利用していると認められる関

係を有すること 

 ④暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供

与するなどの関与をしていると認められる関係を

有すること 

⑤役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団

員等と社会的に非難されるべき関係を有すること 

 

表現の統一を図り、規約解釈の一

貫性を確保するため。 

 

 

条番号の繰り下げ 

 

 

第１３１５条 本サービスの変更等 

第１４１６条 個人情報 

第１５１７条 本サービスの動作環境 

第１６１８条 有効期間 

第１７１９条 準拠法・合意管轄 

 

 

第１３条 本サービスの変更等 

第１４条 個人情報 

第１５条 本サービスの動作環境 

第１６条 有効期間 

第１７条 準拠法・合意管轄 

 

条文の追加に伴い、規約全体の条

番号の整合性および体系性を維

持するため。 

以上  


